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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第131期第１四半期連結累計期間及び第

131期は１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第132期第１四半期連

結累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

４．第131期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第131期

第１四半期連結 
累計期間 

第132期
第１四半期連結 

累計期間 
第131期

  
会計期間 

  

自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日 

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日 

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日 

売上高 (百万円)  23,153  22,731  98,328

経常利益又は経常損失(△) (百万円)  △234  559  1,159

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失(△) 
(百万円)  △304  170  △1,592

四半期包括利益又は包括利益 (百万円)  △774  114  △2,041

純資産額 (百万円)  49,352  47,379  47,626

総資産額 (百万円)  98,087  97,621  98,330

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額(△) 

(円)  △3.38  1.89  △17.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
(円)  －  －  －

自己資本比率 (％)  50.2  48.5  48.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  2,118  4,281  1,831

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △751  △1,387  △4,727

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △706  △903  2,262

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
(百万円)  13,568  14,265  12,256

２【事業の内容】

－1－



 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 金額は消費税抜きで記載しています。 

 また、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の回復により輸出の持ち直しが見られたものの、３

月に発生した東日本大震災による被害と、それに続く原子力発電所の事故をきっかけとする電力不足の影響によ

り、企業の生産活動の減退や消費の低迷が続くなど厳しい状況で推移いたしました。印刷業界におきましては、紙

媒体から電子媒体への移行による構造的な市場縮小に加え、個人消費の低迷が重なり、先行きは一層不透明な状況

となりました。  

 このような状況の中、共同印刷グループは中期経営方針「事業領域の拡大により売上拡大を実現する」に基づ

き、事業領域拡大のための施策を推進するとともに、受注活動の強化や生産効率向上などに努め、グループ一丸と

なって業績の回復に取り組みました。  

  その結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高は227億３千１百万円（前年同期比1.8％減）、営

業利益は２億４千１百万円（前年同期は営業損失５億５千万円）、経常利益は５億５千９百万円（前年同期は経常

損失２億３千４百万円）となりました。四半期純利益は１億７千万円（前年同期は四半期純損失３億４百万円）と

なりました。 

  

 セグメント別の概況は、次のとおりであります。 

  

出版商印部門 

 出版印刷では、出版市場が縮小するなか、「学び」をテーマにした電子書店「自己ガク」などに取り組むととも

に、新規得意先の開拓や小ロット物件への取り組みを強化し、売上拡大に努めました。書籍ではコミックスや単行

本が減少し、定期刊行物は休刊や部数減の影響などにより減少し、前年同期を下回りました。  

 一般商業印刷では、重点品目の拡販と関連サービスの提案活動を推進しました。販促ＤＭやパンフレット・リー

フレット・ポスターなどが増加したものの、情報誌、ＰＯＰ・ノベルティなどが減少し、全体として前年同期を下

回りました。  

 以上の結果、部門全体の売上高は99億４千万円（前年同期比5.7％減）、営業損失は２億８千１百万円（前年同

期は営業損失３億７千２百万円）となりました。 

  

ビジネスメディア部門 

 ビジネスメディア部門では営業力を強化し、既存顧客の掘り起こしと新規開拓に努めました。証券類では抽選券

は減少しましたが磁気通帳が増加し、全体として増加しました。カードは、交通分野・通信分野向けＩＣカードが

増加し、全体として増加しました。ビジネスフォームはデータプリントや関連サービスの減少で前年同期を下回り

ました。 

 以上の結果、部門全体の売上高は75億５千３百万円（前年同期比0.6％減）、営業利益は３億１千７百万円（前

年同期は営業損失５千３百万円）となりました。 

  

生活・産業資材部門 

 生活・産業資材部門では、独自技術に基づく機能性包材や、「モイストキャッチ」「オキシキャッチ」などの高

機能材料の受注拡大に努めました。紙器は減少しましたが、金属印刷、チューブ、建材製品が伸長しました。軟包

装もラーメン包材などが増加しました。  

 以上の結果、部門全体の売上高は49億４千１百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は２億５千２百万円（前

年同期は営業損失２千４百万円）となりました。  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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その他 

 売上高は２億９千７百万円（前年同期比9.6％減）、営業利益は９千６百万円（前年同期比14.1％増）となりま

した。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ20億８百万円増加し142億６千５百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結累計期間において営業活動により得られた資金は、42億８千１百万円（前年同期比21億６千

３百万円増）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益４億９百万円、減価償却費11億８千３百万

円の計上及び売上債権が28億８千万円減少したことによるものです。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、13億８千７百万円（前年同期比６億３千

５百万円増）となりました。これは主に、固定資産の取得による支出13億２千７百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結累計期間において財務活動により使用した資金は、９億３百万円（前年同期比１億９千７百

万円増）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出４億８千７百万円と配当金の支払額３億６千

万円によるものです。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

１．基本方針の内容 

 上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の支配権の移転

を伴う買付提案がなされた場合においても、これに応じるか否かは最終的には株主の皆様の自由な意思により判

断されるべきであると考えます。  

 しかしながら近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買付

提案またはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しています。こうした大量買付の中には、対象会社の企

業価値および株主共同の利益に資さないものも少なくありません。  

 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、さまざまな企業価値の

源泉を十分に理解し、当社の企業価値および株主共同の利益を中長期的に確保、向上させるものでなければなら

ないと考えております。従いまして、企業価値および株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付

提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であ

ると考えます。 

  

２．基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社の企業価値の源泉は、長い歴史の中で培われた企業文化、長期にわたる取引の中で勝ち取ったお客様の信

頼、お客様のニーズを形にするための高いノウハウと技術を持つ従業員の存在、そして事業の継続・発展の支え

となった株主の皆様や取引先、地域社会等のステークホルダーとの良好な関係等にあります。当社および当グル

ープは「印刷事業を核に、生活・文化・情報産業として社会に貢献する」という経営理念のもと、これら企業価

値の源泉を強化・発展させることにより、企業価値および株主共同の利益を向上させるべく経営努力を積み重ね

ております。 
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３．当社株式の大量買付行為への対応策（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組み） 

  本対応策は、大量買付者が大量買付行為を行うにあたり、所定の手続に従うことを要請するとともに、かかる

手続に従わない大量買付行為がなされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の

企業価値および株主共同の利益を著しく毀損するものであると判断される場合には、対抗措置として新株予約権

を株主の皆様に無償で割り当てるものです。  

 対象となる行為は、①当社の株券等の保有者が保有する当社の株券等に係る株券等保有割合の合計②当社の株

券等の公開買付者が所有しまたは所有することとなる当社の株券等および当該公開買付者の特別関係者が所有す

る当社の株券等に係る株券等所有割合の合計のいずれかが、20％以上となる者による当社株券等の買付けその他

有償の譲受けもしくはこれらに類似する行為またはその提案とします。  

 本対応策に従って割り当てられる新株予約権には、①大量買付者およびその関係者による行使を禁止する行使

条件や、②当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者およびその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交

付する取得条項等を付すことが予定されております。  

 本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者およびその

関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があります。 

  

４．上記２．３．の取組みが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維

持を目的とするものではないことおよびその理由 

(1) 本取組みは経済産業省・法務省、東京証券取引所の買収防衛策に関する指針や諸規則を完全に充足していま

す。 

(2) 株主の皆様の判断のための情報や時間を確保するためのものであり、企業価値向上および株主共同の利益の

確保または向上することを目的として導入されたものです。 

(3) 定時株主総会での承認を経ており、株主の皆様の意思を反映するものとなっています。 

(4) 対抗措置の発動は、当社取締役会から独立した機関として設置された独立委員会の勧告を最大限に尊重した

上で取締役会が決定するので、当社取締役会の恣意的判断を排除できます。 

(5) 発動に関し合理的な客観要件を予め定めています。 

(6) 当社取締役会および独立委員会は第三者の助言を得ることができ、判断の公正性、合理性をより強く担保す

ることができます。 

(7) 取締役会の決議でいつでも廃止することが可能であり、デッドハンド型買収防衛策ではありません。 

  以上の理由で当社取締役会は上記２．３．の取組みが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうもので

はなく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断いたします。 

  

(4) 研究開発活動  

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(5) 従業員数 

 当グループは事業構造の改革のため前連結会計年度に実施いたしました希望退職により、従業員数が減少してお

ります。当第１四半期末現在におけるセグメント別の従業員数は、以下のとおりであります。 

  

①連結会社の状況  

平成23年６月30日現在

（注）１．従業員数は、就業人数であります。 

  ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門及び研究開発部門に所属しているものであり

ます。  

  

②提出会社の状況  

平成23年６月30日現在

（注）１．従業員数は、就業人数であります。 

  ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門及び研究開発部門に所属しているものであり

ます。 

  

セグメントの名称 前連結会計年度末（名）  
当第１四半期連結累計期間末

（名） 
増減（名） 

 出版商印部門   1,263  1,102  △161

 ビジネスメディア部門  740  640  △100

 生活・産業資材部門  336  335  △1

 その他  251  244  △7

 全社（共通）  471  421  △50

 合計  3,061  2,742  △319

セグメントの名称 前事業年度末（名） 当第１四半期累計期間末（名） 増減（名） 

 出版商印部門   774  649  △125

 ビジネスメディア部門  686  589  △97

 生活・産業資材部門  282  284  2

 全社（共通）  471  421  △50

 合計  2,213  1,943  △270
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 ①【株式の総数】 

 ②【発行済株式】 

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  360,800,000

計  360,800,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
 取引業協会名 

内容

普通株式  90,200,000  90,200,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。 

計  90,200,000  90,200,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 

（千株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
 増減額 
 （百万円） 

 資本準備金
 残高 
 （百万円） 

平成23年４月１日～  

平成23年６月30日  
 －  90,200  －  4,510  －  1,742

（６）【大株主の状況】
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 ①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。 

自己保有株式   株  

 ②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式        59,000
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

（相互保有株式）  

普通株式        110,000
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式     89,816,000  89,816 同上 

単元未満株式 普通株式       215,000 － 同上 

発行済株式総数          90,200,000 － － 

総株主の議決権 －  89,816 － 

4

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

共同印刷株式会社 

  

東京都文京区小石川 

四丁目14番12号 

  

 59,000

  

 －

  

 59,000

  

 0.07

（相互保有株式） 

共同製本株式会社 

  

東京都文京区白山 

二丁目12番３号 

  

 110,000

  

 －

  

 110,000

  

 0.12

計 －  169,000  －  169,000  0.19

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。  

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明和監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,573 14,586

受取手形及び売掛金 27,324 24,450

商品及び製品 2,503 2,684

仕掛品 2,374 2,516

原材料及び貯蔵品 712 644

繰延税金資産 1,367 1,366

その他 708 1,042

貸倒引当金 △202 △202

流動資産合計 47,362 47,088

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,598 14,257

機械装置及び運搬具（純額） 9,425 9,216

工具、器具及び備品（純額） 623 573

土地 14,693 14,693

リース資産（純額） 349 399

建設仮勘定 260 470

有形固定資産合計 39,951 39,610

無形固定資産   

ソフトウエア 851 848

その他 150 150

無形固定資産合計 1,002 999

投資その他の資産   

投資有価証券 7,248 7,123

長期貸付金 101 102

繰延税金資産 1,902 1,934

その他 910 916

貸倒引当金 △148 △154

投資その他の資産合計 10,014 9,922

固定資産合計 50,967 50,532

資産合計 98,330 97,621
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,372 19,885

短期借入金 786 773

1年内返済予定の長期借入金 2,431 2,356

1年内償還予定の社債 5,000 5,000

リース債務 124 145

未払法人税等 233 259

賞与引当金 956 327

役員賞与引当金 － 15

災害損失引当金 245 219

その他 5,228 6,259

流動負債合計 35,379 35,240

固定負債   

社債 2,000 2,000

長期借入金 7,918 7,506

リース債務 251 282

繰延税金負債 160 140

退職給付引当金 4,702 4,756

環境対策引当金 106 106

資産除去債務 50 50

その他 133 157

固定負債合計 15,325 15,000

負債合計 50,704 50,241

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,510 4,510

資本剰余金 1,742 1,742

利益剰余金 40,879 40,689

自己株式 △44 △44

株主資本合計 47,088 46,898

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 654 582

為替換算調整勘定 △116 △100

その他の包括利益累計額合計 537 481

純資産合計 47,626 47,379

負債純資産合計 98,330 97,621
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 23,153 22,731

売上原価 20,223 19,222

売上総利益 2,929 3,509

販売費及び一般管理費 3,480 3,267

営業利益又は営業損失（△） △550 241

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 129 118

物品売却益 84 86

設備賃貸料 21 30

保険配当金 178 131

その他 36 55

営業外収益合計 452 422

営業外費用   

支払利息 65 68

手形売却損 4 0

設備賃貸費用 1 1

持分法による投資損失 49 24

その他 14 8

営業外費用合計 136 103

経常利益又は経常損失（△） △234 559

特別利益   

固定資産売却益 77 －

補助金収入 1 －

その他 15 －

特別利益合計 94 －

特別損失   

固定資産処分損 67 141

投資有価証券評価損 15 8

環境対策引当金繰入額 106 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 50 －

その他 20 －

特別損失合計 262 149

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△402 409

法人税等 △90 239

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△311 170

少数株主損失（△） △7 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △304 170
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△311 170

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △538 △72

為替換算調整勘定 6 16

持分法適用会社に対する持分相当額 68 △0

その他の包括利益合計 △463 △56

四半期包括利益 △774 114

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △769 114

少数株主に係る四半期包括利益 △5 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△402 409

減価償却費 1,261 1,183

退職給付引当金の増減額（△は減少） 186 53

貸倒引当金の増減額（△は減少） △223 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △759 △629

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30 15

受取利息及び受取配当金 △131 △119

支払利息 65 68

持分法による投資損益（△は益） 49 24

有形固定資産除売却損益（△は益） △9 141

売上債権の増減額（△は増加） 2,500 2,880

たな卸資産の増減額（△は増加） △798 △254

仕入債務の増減額（△は減少） △263 △487

未払消費税等の増減額（△は減少） △70 200

破産更生債権等の増減額（△は増加） 217 △11

未払費用の増減額（△は減少） 1,699 1,194

その他 △798 △301

小計 2,492 4,369

利息及び配当金の受取額 132 122

利息の支払額 △47 △50

法人税等の支払額 △463 △236

法人税等の還付額 4 77

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,118 4,281

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,116 △1,327

有形及び無形固定資産の売却による収入 211 35

投資有価証券の取得による支出 △4 △32

投資有価証券の売却による収入 22 －

貸付けによる支出 △45 △7

貸付金の回収による収入 15 7

その他 165 △63

投資活動によるキャッシュ・フロー △751 △1,387

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 209 △13

長期借入金の返済による支出 △490 △487

配当金の支払額 △360 △360

その他 △65 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー △706 △903

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 668 2,008

現金及び現金同等物の期首残高 12,900 12,256

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  13,568 ※  14,265
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

  受取手形割引高     百万円264   受取手形割引高       百万円277

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） （平成23年６月30日現在） 

  

  (百万円)

現金及び預金 14,069

預入期間が３か月を超える定期預金 △500

現金及び現金同等物 13,568

  (百万円)

現金及び預金 14,586

預入期間が３か月を超える定期預金 △320

現金及び現金同等物 14,265

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 360 4  平成22年３月31日  平成22年６月30日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  360  4  平成23年３月31日  平成23年６月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注１）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業、保険取扱事業及び不

動産管理事業等を含んでおります。 

（注２）セグメント利益又は損失の調整額は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究

開発費であります。 

（注３）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注１）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業、保険取扱事業及び不

動産管理事業等を含んでおります。 

（注２）セグメント利益又は損失の調整額は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究

開発費であります。 

（注３）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注１） 合計 

調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３）

出版商印 
部門 

ビジネスメ

ディア部門 
生活・産業

資材部門  
計

売上高                 

外部顧客への
売上高  10,543  7,598  4,682  22,824  328  23,153  －  23,153

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 220  87  23  331  1,731  2,062  △2,062  －

計  10,764  7,685  4,705  23,155  2,060  25,215  △2,062  23,153

セグメント利益

又は損失(△) 
 △372  △53  △24  △450  84  △366  △183  △550

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他
（注１） 合計 

調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３）

出版商印 
部門 

ビジネスメ

ディア部門 
生活・産業

資材部門 
計

売上高                 

外部顧客への
売上高  9,940  7,553  4,941  22,434  297  22,731  －  22,731

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 179  139  91  410  1,835  2,245  △2,245  －

計  10,119  7,692  5,032  22,844  2,132  24,977  △2,245  22,731

セグメント利益

又は損失(△) 
 △281  317  252  287  96  383  △142  241
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

   

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

多額な資金の借入 

 当社は、平成23年７月27日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり借入契約を締結し、実行しておりま

す。 

   

（１株当たり情報）

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△） 
円 銭 △3 38 円 銭 1 89

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円） 
 △304  170

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円） 
 △304  170

普通株式の期中平均株式数（千株）  90,098  90,096

（重要な後発事象）

１. 資金の使途  社債償還資金 

２. 借入先  (株)みずほ銀行、中央三井信託銀行(株) 

３. 借入金額  5,000百万円 

４. 借入実行日  平成23年８月12日 

５. 借入利率  １ヶ月TIBOR連動 

６. 借入期間  ６ヶ月 

７. 弁済方法  期限一括弁済 

８. 担保の有無  無 
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月12日

共同印刷株式会社 

取締役会 御中 

明和監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 川﨑 浩    印 

  業務執行社員   公認会計士 鈴木 恵介   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同印刷株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。  

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任   

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  

  

監査人の責任   

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。  

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。  

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

  

監査人の結論   

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同印刷株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。  

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                  以 上  

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




